
0年度 21年度 22年度 23年度

評
価
指
標
の
設
定

①市道改良延長 実績値 ｍ 2,566 2,658 1,752 2,070

② 実績値

《指標の説明・数値変化の理由 など》

成果指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

一
次

目標値

実績値

二
次

目標値

実績値

《指標の説明・数値変化の理由 など》

毎年、道路整備計画延長が増減して、計画工事延長が変わる（追加整備する路線が増となり、完了した路線は減となる）ため

、指標の工事延長の設定は難しい状況である。

平成22年９月に実施した市民意識調査では、円滑な車両交通のための幹線生活道路整備の

事
業
環
境
等

市民・関連団体等の意見 満足度は第９位という下位に位置している。また、少数であったが西東京市より転出した

(アンケート結果など) い理由の１つとして、道路等の都市基盤が不備であるとの意見があった。

平成19年に管理する道路延長規模が同程度の５市（本市を含む）について調
■ 上

都内26市のサービス水準との比較 査を行った。事業費、施工延長とも本市は上位（２番目）となっている。本
□ 中

(平均値、本市の順位など) 市は、道路改良工事よりも路面補修工事の割合が多くなっているので、単位
□ 下

当たりコストは本市が最小額である。

代替・類似サービスの有無
□ 有 代替・類似サービスはない。

■ 無

事務事業評価シート(事後評価)
事業コード事務事業名道路の新設改良及び拡幅事業 所管部課 都市整備部

09-02-01 道路建設課

施策コード施策名 施策目標

安1-2
道路・交通を整備し、市民の日常生活における利便性、安全性の向上をめざします。

道路・交通の整備

事務事業の目的 根拠法令等

事
務
事
業
の
概
要

市民の安全性・利便性・防災面に配慮した新設改良・拡幅その他必要な工事を行う。 ■法律

□条例・規則

□政令・省令

□要綱・要領

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要(団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等)、補助金の概要(国・

都基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額)等　※該当する予算事業名・節目を明記する

市道の拡幅・改良工事並びに老朽化した道路の路面補修を行う。

毎年、道路整備計画路線の選定について道路選定委員会に諮り、道路の種類（幹線、バス路線、生活道路）毎に交通量並びに

道路の老朽化の判定を基に決定する。

工事費の一部に補助金（東京都市町村土木補助等）を充当している。

事業開始時期 合併前から 年度 実施形態 □ 直営 ■ 委託 □ 補助 □ その他 ( )

項　目 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

事
業
費
デ
｜
タ

事業費(Ａ) 199,602 218,431 175,976 174,748

財
源
内
訳

国庫支出金・都支出金 21,840 17,100 15,000 7,800

地方債 千円 0 0 0 0

その他 ( ) 0 0 0 0

一般財源 177,762 201,331 160,976 166,948

所要人員(Ｂ) 人 2 2 2 2

人件費(Ｃ)=平均給与×(Ｂ) 千円 16,330 16,160 16,160 16,330

臨時職員賃金等(Ｃ') 千円 0 0 0 0

総コスト(Ｄ)=(Ａ)+(Ｃ)+(Ｃ') 千円 215,932 234,591 192,136 191,078

単位当たりコスト
千円

(Ｅ)=(Ｄ)/(市道改良延長 ) 84 88 110 92

活動等指標 単位 2
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策名 施策目標

安1-2
道路・交通を整備し、市民の日常生活における利便性、安全性の向上をめざします。

道路・交通の整備

【一次評価】

○検証項目、評価の判断理由
検証項目 ランク 一次評価

○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

事業の優先度
2

　適正な管理を充実させ、体系的道路網の構築・歩行者にやさしい交通安全対策（

(緊急性) □拡充 歩行者が安全に通行できるバリアフリー化した空間の確保）等の改良整備事業を進

めている。事業の
3Ａ 　また、市民から老朽化した道路補修について、多くの要望が寄せられている。老

必要性 ■継続実施 朽化が激しい路線順に補修工事を実施しているが、要望に応えきれないのが現状で
事業主体の

3
ある。着実な実施を図っていきたい。

妥当性
□改善・見直し

直接のサービス
3

の相手方
□抜本的見直し

事業内容等の
3Ｂ

適切さ

□休止受益者負担の
3

適切さ

市民ニーズの □廃止
2Ｃ

把握

検証項目の見方　Ａ:事業実施の意義を検証する項目　Ｂ:事業の内容・実施方法を検証する項目　Ｃ:市民ニーズの反映度を検証する項目

【二次評価】

○検証項目、評価の判断理由
検証項目 ランク 二次評価

○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

事業の優先度
2

　現在、150余路線の整備が留保されているが、財政面などの事情から、単年度で

(緊急性) □拡充 の整備件数には限度があり全てを短期間で整備することは極めて困難な状況となっ

ている。こうした中、当該事務の処理フローを再点検し、より一層の工夫や改善余事業の
3Ａ 地がないか検証することが求められる。一方、路面補修整備に対する市民の関心度

必要性 ■継続実施 は高いことから、整備路線の選定基準や選定過程の客観性・透明性の確保に留意し
事業主体の

3
た適切な対応に努めるとともに、計

事

画的対応の側面からは

業

、年次毎の整備計画等
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